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◆政務活動費とは
　地方自治法の規定に基づき、町が条例を制定し、松伏町議会議員の調査研究その他の活動に資するため必
要な経費の一部として交付される。
　政務活動費は、会派が行う調査研究、研修、会議、資料作成、資料購入、広報、事務等町政の課題及び町民
の意思を把握し、町政に反映させる活動その他住民福祉の増進を図るために必要な経費に対して交付される。

交付対象……松伏町議会議員で構成される会派�
交 付 額……月額10,000円×所属議員数�

（単位：円）

会派名 所属
議員数 交付額 活動

支出額
残額

（町へ返還） 主な内容

自民クラブ ５人 600,000 600,000 0 研修費・資料作成費・広報費・事務費
未来クラブ ３人 330,000 245,751 84,249 調査研究費・広報費・事務費
公明党 ２人 220,000 93,884 126,116 研修費・資料購入費・事務費

日本共産党 ２人 240,000 140,495 99,505 資料作成費・資料購入費・広報費・事務費
無所属クラブ ２人 240,000 104,399 135,601 資料購入費・事務費
チェンジ松伏 １人 110,000 59,462 50,538 研修費・資料購入費

（令和２年４月１日～令和３年３月31日）
※年度途中の会派結成・解散・脱会等により、所属議員数と交付額にずれが生じる場合があります。
※町ホームページに収支報告書、出張調査報告書を掲載しています。

令和２年度令和２年度 政務活動費報告 政務活動費報告

川上　　力
○町民参加・協同型の道の駅事業
○高校生等通学定期券購入補助
○災害に強いまちづくり
○学童保育の環境整備
村上　真由美
○教育のまちづくり
○社会的孤立を防ぐ支援
○アフターコロナ、ウイズコロナの行政サービス
増田　秀雄
○新型コロナウイルスワクチン接種について
○職員の研修について
○安全・安心なまちづくりについて
田口　義博
○道路環境の整備について
○町道４号線の整備計画について
○「桃の郷」の復元について
○松伏町都市計画マスタープランについて
砂川　清時
○令和２年度町政に関するアンケート調査について
○ＧＩＧＡスクール構想について
福井　和義
○町を活性化する地域公共交通
佐藤　永子
○町長選挙の公約実現について
○選挙の投票率について

松岡　高志
○デジタル教科書導入について
○松伏町のゼロカーボンシティ宣言について
高野　祐大
○二酸化炭素排出実質ゼロに向けた取り組みについて
○�将来を見据えたシティプロモーションの推進について
長谷川　真也
○友好都市について
○町おこしについて
○自治会運営について
平野　千穂
○�狭く老朽化している保健センターの建て替え時期に
ついて
○�ごみ出しが困難な高齢者や障がいがある方への支援
について
○�社会問題となっているヤングケアラー（家事・介護
を日常的に担っている子ども）について

吉田　俊一
○�新型コロナ感染対策としてのワクチン接種、無症状
の感染者の療養支援をすすめるためのＰＣＲ検査問
題について
○�特別地方交付税の交付状況と財源としての活用につ
いて
○�人口減少論・自治体消滅論などに振り回されるので
なく、落ちついた街づくりの議論を
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問　賞味期限が短いため、災害時備蓄品となっていな
い液体ミルクをドラッグストアと協定を締結する
ことでカバーしてはどうか。

答　町長　賞味期限が短いものについてはドラックス
トアとの協定が有効であり、早急に進める。

問　町民の道の駅に対する盛り上がりが事業推進には
欠かせない。緑の丘公園のような町民と協同で知
恵を出し合い、盛り上げる町民参加・協同型の道
の駅事業推進の仕組みが必要ではないか。

答　町長　県営公園を盛り上げる緑の丘公園利用促進
委員会のような組織ができれば、整備検討段階や
運営段階においても心強い組織になる。今後は運
営や利用促進についての組織づくりを検討したい。

問　防災計画にある防災教育に災害を防ぐ施設の見学
ツアーを追加して開催してはどうか。

答　総務課長　災害を防ぐ施設見学は検討していく。
東南部地域の治水対策事業を見て理解すること
は、地域防災の点においても非常に有用なことで
あり、関係部署と調整し何らかのかたちで提案し

ていく。
問　杉の子学童クラブのトイレ増設で環境整備を。
答　すこやか子育て課長　学童クラブの環境をより良
く整備するため、調査、研究をしていく。

問　小鹿野町のよ
うに通学定期
券購入費補助
の導入を。

答　企画財政課長
　　毎年540万円
以上の負担が
想定されるた
め、現状では
定期券購入の
補助は難し
い。

液体ミルク備蓄に民間との協定をQ
協定は有効、早急に進めるA

川
かわ

上
かみ

　力
つとむ
（公明党）

ドラッグストアとの災害協定が締結された後、
供給される見込みの液体ミルク

問　防災備蓄品に含まれる生理用品に使用期限の表示
はないが衛生用品なので防災備蓄品の使用期限を
自主的に決めて、今後も学校や生活困窮者に継続
的に配布し支援をすることは出来ないか。

答　総務課長　防災備蓄品の入替のタイミングを考慮
し、今後も配布していく。新型コロナウイルス感
染症が終息するまでは継続的な支援に努める。

問　読書通帳のメリットは自分の読書履歴がひと目で
分かり、それが増えていく楽しみを味わえること
だ。町でも導入できないか。

答　教育文化振興課長　近隣市町の事業状況を参考に
し、町でも読書手帳の導入について機器の更新時
期や導入に伴う経費などを参考に検討していく。

問　放課後等デイサービス事業所から子どもの状況を
共有するため町、学校、幼保と放課後等デイサー
ビス事業所との連絡会など情報交換の場の設置を
求める声があるが、町の見解を伺う。

答　いきいき福祉課長　町内３か所の障害者通所施設
については、任意の連絡会を組織しており、当町

の職員もオブザーバーとして参加している。今後、
放課後等デイサービスや児童発達支援の事業所の
方々がこの連絡会に参加をすることが可能であれ
ば、連携を図れるよう必要な調整を行っていきた
い。

越谷市立図書館　読書手帳

生理用品の継続的支援をQ
コロナ感染終息まで継続的に行うA

村
むら

上
かみ

　真
ま

由
ゆ

美
み
（公明党）
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問　松伏町は桃の郷として知られ多くの文人墨客が訪
ていると、町史民俗編に記載されている。道の駅
を整備する観光の目玉として栽培を推奨しては。

答　環境経済課長　果樹は産地間競争が激しく、栽培
にも人手がかかる。採算性なども検討していく必
要がある。また、道の駅とリンクする場合、観光
農園ができれば交流人口の増の一端を担えるが、
土地の確保や設備などに相当額の投資が必要だ。

　　現時点での桃の郷復元は、難しい。
問　未舗装の道路状況を、町民に説明する考えは。
答　まちづくり整備課長　直接説明する機会はない
が、町の道路状況をホームページで公開すること
を検討する。

問　道路修繕に国庫補助金はあるのか。要件は。
答　まちづくり整備課長　幹線道路が対象となるが、
比較的大規模な修繕の場合、社会資本整備総合交
付金がある。要件は県が作成する社会資本総合整
備計画に位置づけ、路面性状調査等を実施後個別
施設計画を作成することが必要。

問　道路の傷み具合を数値化し、悪いところから順次
整備する試みは出来ないか。　

答　まちづくり整備課長　路面性状計測車による測定
データを基に維持管理指数を算出、修繕の判断基
準になる。平成25年度、29年度に実施した。

松伏町の舗装率� （令和元年度末時点）

道路の種別 延長
（km）

舗装率
（％） 概　要

１級町道 20.4 91.5 １号線から17号線

２級町道 24.0 77.0 １級町道を補完する
幹線道路

その他の
町道 約215.9 62.8 生活道路や農道

※令和３年６月定例会における一般質問による答弁

問　ワクチン接種と副反応の発生状況は。
答　すこやか子育て課長　予約は順調である。
　　�また、国が示している65歳以上の高齢者への接
種は、予定通り進捗している。なお接種後、アナ
フィラキシーショックなどの副反応による健康被
害を訴えた方は今のところいない。

問　職員の研修はどのように行っているか。
答　総務課長　町では「職員研修実施要綱」を定め、
研修及び人材育成に取り組んでいる。

　　�研修内容は職員として最低限必要なスキルを身に
着けてもらうため、初任者研修のほか、年代別に
必要な研修や職務に応じた研修を受講させてい
る。また、所属の上司や先輩職員が日常の業務を
通じて、職務遂行上必要な知識、技能及び態度等
について助言及び指導を行っている。

問　安全・安心なまちづくりのための対策は。
答　総務課長　大規模地震対策は、「予防計画」、「応
急対策計画」、「復旧復興計画」、「南海トラフ地震
関連情報の発表に伴う対応措置計画」の４つの体

系に分け取り組んでいる。また、大地震や水害な
どの災害が発生した場合、要配慮者の安全を確保
するため、避難行動要支援者の名簿作成、地域に
よる要配慮者の安否確認や避難支援体制の構築、
避難後の生活への配慮や福祉避難所の指定等の要
配慮者に留意した防災対策を推進している。

コロナウイルスワクチン接種状況Q
国の方針通り順調に進捗しているA

増
ます

田
だ

　秀
ひで

雄
お
（未来クラブ）

カスリーン台風の被害の様子
（大川戸地区　昭和22年）

築比地地区に桃の郷をQ
解決すべき課題が多く難しいA

田
た

口
ぐち

　義
よし

博
ひろ
（自民クラブ）
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問　ＧＩＧＡスクール構想の進捗状況は。
答　教育総務課長　小中学生全員に一人一台のタブ
レット端末の配布が完了した。自宅での活用は約
８割が可能であることを確認し、合わせて教職員の
ＩＣＴ研修を実施し個々の技術向上を図っている。

問　ＧＩＧＡスクール構想の最上級の活用の検討は。
答　教育総務課長　町には、ＩＣＴ機器の活用、ＧＩ
ＧＡスクール構想の最大限の効果について、精通
した校長先生がいる。この優秀な人材を、昨年立
ち上げたＩＣＴ教育推進委員会の委員とし、推進
委員会を通じ、良い取り組みや課題等の情報交流
を行い、５校の児童生徒の実態に応じて積極的か
つ適切に活用し、学力向上を図る。

問　町民にＧＩＧＡスクール構想を知ってもらうには。
答　教育総務課長　町の教育について御理解いただ
き、学校・家庭・地域の一層の連携を図る上で非
常に重要であると考えており、町のホームページ
への特設サイトの設置も視野に入れ、効果的な
ホームページの活用方法について調査研究する。

問　町のシンボルとして「教育の日」の制定は。
答　教育総務課長　「心豊かにたくましく生きる松伏
の子の育成」に向けて、学校のみならず、家庭・
地域の力を総動員して教育活動を進めていくこと
は大変重要であると考えており、実施している市
町村に聞き取りを行い、調査研究する。

ＧＩＧＡスクール進捗状況を問うQ
５校合同ＩＣＴ推進委員会設立A

砂
すな

川
がわ

　清
きよ

時
とき
（自民クラブ）

問　松伏町の人口は、毎年300人以上減少していて、
少子高齢化が進んでいる。

　　そこで、地域公共交通をまちづくりの手段の１つ
と捉え、地域の特色と組み合わせて考えていくこ
とが重要である。

　　町を活性化する地域公共交通の目的は。
　　①�いつ、どこに行って何をしたいのか、そのため

の手段としての交通。
　　②乗る人みんなの交通。
　　③�行政や事業者だけでなく、みんなで一緒につく

る交通であると思う。
　　町が活性化するか停滞するかは、地域公共交通の
利便性をどのように高めるかにかかっている。

　　町を活性化する地域公共交通について、どのよう
に認識しているのか。

答　企画財政課長　地域公共交通の役割は、①運転の
できない子どもたち、高齢者、障がい者の方など
の交通手段の確保。②機能の集約した拠点や住居
を結ぶもの。③外出機会の確保や人と人を結ぶた

めの移動手段である。
　　また、町には鉄道がないことから、町民の移動手
段として、バスやタクシーは重要である。

　　そして、地域公共交通を確保していくことが、町
の活性化に寄与するものだと認識している。

町を活性化する地域公共交通Q
地域公共交通は町の活性化になるA

福
ふ

井
くい

　和
かず

義
よし
（無所属クラブ）

ＧＩＧＡ（ギガ）スクール構想

町を活性化する地域公共交通
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問　公約の１つに健康施策の充実である。高齢化社会
の交通手段の確保について具体的な取組を問う。

答　町長　５つの公約を掲げ、１期目の事業の充実と
現在実施している福祉タクシーの充実を図ること、
交通不便地域の解消を図るよう鋭意研究したい。

問　次に若者の就労先の確保について、工業団地の充
実だけで充分か問う。

答　町長　若者の就労先の確保は、人口減少対策の安
定化を促進し、現在の松伏田島産業団地に地元住
民の雇用をお願いし、新規道路の早期開通に努力
したい。

問　子育て環境の充実に子育てしやすい街づくりをめ
ざしています。１期目の取り残した問題もありま
すが具体的な取り組みは。

答　町長　安心して子育てができるよう、待機児童ゼ
ロの町、町内の都市公園を特色ある公園にし、児
童、生徒に教育環境の整った学校づくりをめざす。

問　災害に強い街づくりに防災機能を備えた「道の駅」
を挙げている。どのように考えているのか。

答　町長　道の駅の目的は、地域のにぎわいや町の魅
力の創出、産業振興を進めること、バスターミナ
ルを併設し交通手段の多様化を実現し、交通利便
性の向上を図る道の駅を設置したい。さらに防災
機能を併せ持つことにより、町民の安全・安心に
つなげ、令和９年か10年を目標に町の核とする。

町長選挙の公約実現の取組はQ
１期と今回の公約実現に向け取組A

佐
さ

藤
とう

　永
えい

子
こ
（自民クラブ）

問　国はデジタル教科書の本格導入に当たり、いくつ
かの導入例を示している。町の考えはどうか。

答　教育総務課長　国は2024年からデジタル教科書
の本格的な導入を目指し、現在全国的な実証研究
や関連分野における研究を行っている。この国の
結果や動向に沿って進めていくが、デジタル教科
書のメリットが注目される一方で、デジタル機器
の長時間利用での記憶力の低下や学習意欲の低
下、視力の低下などの児童生徒の健康面や万一タ
ブレット端末が破損した場合に、一定期間自分の
教科書が使用できなくなるなどの心配点もある。
今後、本町の児童生徒の教育の質を高めるために、
デジタル教科書の活用方法や可能性、健康面を考
慮しながら調査研究を進め、よりよい活用方法を
考えていく。

問　松伏町を含む埼玉県東南部地域５市１町によるゼ
ロカーボンシティ共同宣言が行われた。2050年
までに二酸化炭素排出量実質ゼロを目指すとして
いるが、どのように推進し、具現化していくのか。

答　環境経済課長　町では、平成15年度「地球温暖化
対策実行計画」を策定、平成24年度からは、一般
住宅へ太陽光発電設備設置の補助を行っている。

　　食品ロスの啓発も３年目となる。５市１町共同で
の取り組みについては、国での議論を注視し、５
市１町が行政としてできることを検討していく。

松伏町のデジタル教科書の導入はQ
よりよい活用方法を考えていくA

松
まつ

岡
おか

　高
たか

志
し
（未来クラブ）

デジタル教科書のイメージ（文科省HPより）
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問　５市１町でゼロカーボンシティ共同宣言をされた
が、構成市町の二酸化炭素排出の状況は当町と似
ているのか。同じ施策でいいと考えているのか。

答　環境経済課長　他の市には鉄道があるので、数値
的には異なる。住民への普及啓発、省エネ、食品
ロスを軸とし、プラスαを検討していきたい。

問　当町の人口減少の要因は何か。
答　企画財政課長　議員からもご指摘があった通り、
１つの要因としては鉄道がない。転入の側面で見
れば、新しく駅ができると、新たな住宅開発がわ
れている。そういったことも考えられる。

問　シティプロモーションは非常に重要。それを進め
ないのは、非常に無責任だ。その策定過程は。

答　総務課長　策定委員会を設置をし、策定をした。
問　新たな広告媒体、ＰＲ方法の導入についての議論
は十分か。あらゆるものをメディアと捉える、人
の目に触れるものが全てデザイン次第で、情報伝
達の有効なメディアになる。

答　総務課長　議員ご指摘の視点から言いますと、町

のＰＲ動画がその１つに該当するのでは。
問　見た方に何をメッセージとして伝えたいのかと、
真面目にしっかり考えてやっていただきたい。

答　町長　若者のアイデアを大いに発揮しているよう
な町政をしているつもり。高野議員からのご忠告
なり、アイデアなりあれば、今後活かしていく。

問　全国のカレーで町おこしをしている自治体と友好
関係を築き、町おこしに繋げないか。

答　環境経済課長　他の団体との交流にはもう少し時
間がかかると考えている。今後、カレーによるま
ちづくりが次の段階にステップアップする際に
は、推進員の皆さんと意見交換し、他の団体との
交流について検討を考える。

問　カレースタンプ２弾でカレーレシピの募集をする
考えは。

答　環境経済課長　レシピの募集は、今後の松伏ふる
さとカレーの事業の１つとして検討していきた
い。

問　松伏町の松から、盆栽テラリウムなどを活用し、
町おこしに繋げないか。

答　企画財政課長　手法としては考えられる。町長の
公約事業の１つで、もっと活性化を図りたいとい
う町長の意向があり、これを数年前から始めてい
る。ほかの町のものを題材にしてこの制度をつ
くっている。少し実績があり、この実績を踏まえ

て、制度の見直し、もっとよりよく出来るような
形で検討を進め制度を活用して活性化を図り、松
で何か出来ればと考える。

問　集会場を解体する場合、町から助成金が出るか。
答　総務課長　維持できずに集会場の解体を検討して
いる自治会に対してどのようなサポートが出来る
か、近隣市町を参考にし、調査・研究する。

シティプロモーションの必要性は

交流している自治体と今後の関係

Q

Q

非常に重要な戦略と認識している

 防災協定など現在の事業を継続

A

A

高
たか

野
の

　祐
まさ

大
ひろ
（チェンジ松伏）

長
は

谷
せ

川
がわ

　真
しん

也
や
（未来クラブ）

老朽化した集会場

環境省が推進する「smart move」啓発ポスター
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問　高齢の方などがごみ出し困難なため、近所の人や
定期的に訪問している家族がごみ出ししていると
聞く。まずは実態調査が必要ではないか。

答　環境経済課長　現時点で実態調査は予定していな
いが、一人暮らしの高齢者などが増えると予想さ
れており、調査の具体的な調査時期や内容等は、
今後の単身高齢者動向に合わせ検討課題とする。

問　ごみ出し業務は、シルバー人材センターの家事支
援（１時間700円）や、在宅介護のヘルパー業務
にも含まれている。ごみ出しで安否確認をおこ
なっている自治体もある。国は地方自治体による
ごみ出し支援の取組を後押しするため、令和元年
度から所定の経費の50％を特別交付税で措置し
ている。この制度を利用し、町が補助を行うこと
ができるのではないか。

答　環境経済課長　今後増加する高齢者世帯への生活
支援策として、ごみ出し支援の必要性は増すと考
える。町の直営事業では、人的配慮、財政面等も
課題となる。だが、困っている利用者の立場に立っ

た施策も必要。今後、国の支援策、他市町村の導
入事例、町の財政面の検討など研究をしていく。

　　その他の主題
　　「狭く老朽化している保健センターの建て替え時
期」、「社会問題となっているヤングケアラー（家
事・介護を日常的に担っている子ども）について」

問　2014年に発表された増田レポートがきっかけ
に、「自治体消滅論」などエスカレートした議論
も広がった。同時に「地域創生」等の安倍政権時
代の政策誘導が一体に進められてきた。このよう
な議論に振り回されるのでなく、町に住む住民一
人ひとりの生活の維持・向上を進めることで、地
域が豊かになる地域の活性化を目指していくべき
ではないか。

答　企画財政課長　まち・ひと・しごと総合戦略を策
定し、様々な取組を行い、人口維持を図っている
が、厳しい状況ではある。ある程度、人口減少が
進んだとしても、財源を確保し住民サービスを維
持することが最優先事項だと認識している。

問　令和２年度の年齢階層ごとの転入・転出数をみる
と10歳未満では転入が大きく。20歳台は転出が
大きい。転出だけでなく転入も注目し、継続的に
アンケートに取り組み、冷静な議論をしていくこ
とが必要ではないか。

答　町長　ふるさと納税の成功例で、転出した方にふ
るさと納税のＰＲとアンケートを取っている町の
記事を目にした。そのようなことや、転出者、転
入者のアンケートの充実を図っていきたい。

令和２年度転入・転出者の年齢階層別一覧
区　分 10歳

未満
10歳
台
20歳
台
30歳
台
40歳
台
50歳
台
60歳
台
70歳
台
80歳
台
90歳
台

100歳
台 合計

転入者 人数（人） 91 48 260 155 107 68 45 30 21 5 0 830

転出者 人数（人） 72 53 420 166 112 63 48 29 21 6 0 990

増減
（人） 19 -5 -160 -11 -5 5 -3 1 0 -1 0 -160

ごみ出し困難な高齢者など支援を

街づくりの議論とアンケート活用

Q

Q

困難な方の立場に立った施策必要

アンケートの充実を図っていく

A

A

平
ひら

野
の

　千
ち

穂
ほ
（日本共産党）

吉
よし

田
だ

　俊
しゅん

一
いち
（日本共産党）
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